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表紙



業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要

　業務の適正を確保するための体制の整備に関する取締役会決議の内容は次の

通りです。（最終改定　2020年４月21日）

① 当社は、会社法及び会社法施行規則に基づき、内部統制システムの整備に

ついて基本方針を以下の通り定め、業務の適正を確保するための体制の充実を

図っております。

(ア) 当社並びに子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に

適合することを確保するための体制

・取締役及び使用人が職務執行の上で、法令及び定款を遵守していくこ

とを徹底すべく、株式会社DDホールディングス（以下「親会社」とい

う。）及びその関係会社をいい、以下「グループ」という。）の定め

る「コンプライアンス規程」に批准し、法令及び定款を遵守すること

はもとより、社会的規範を遵守することにより、高い企業倫理に基づ

いた誠実かつ公平な企業活動を遂行するものとする。また、当社並び

に子会社の取締役及び使用人が法令・条例・契約・定款・社内規程及

び社会的規範の遵守を基本的責務として継続的に行うことで、公正か

つ適切な企業活動の実現と企業の社会的責任を果たすことによる社会

との調和を図るものとする。

・当社は、親会社の定める「コンプライアンス規程」及び「経営会議規

程」に批准し、グループ経営会議内に設置された「コンプライアンス

部会」にてグループ内の取締役及び執行役員へのコンプライアンスに

係る情報の共有を継続的に図るとともに、コンプライアンス推進体制

の監視及び改善を目的として、コンプライアンスに係る重要事項を審

議決定するものとする。

・当社は、コンプライアンス推進体制強化のため、内部通報に係る社内

窓口及び社外窓口を設置し、「内部通報規程」に基づき、専用電話番

号及び専用ウェブサイトへのアクセス等を通じて、当社並びに子会社

の取締役、使用人とその家族またはそれに準じる者、並びに当社及び

子会社の取引先の取締役及び使用人からの通報を受け付け、法令、社

内規程及び社会的規範等に対する違反行為の防止、早期発見と是正及

び再発防止に努めることにより、コンプライアンス推進体制の実効性

を高めるものとする。

(イ) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

・会社の重要な意思決定については、必ず書面または電磁的方法により

記録を作成するとともに、法定保存文書と同様に「文書管理規程」で

定めた所定の期間保存する。
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・「株主総会議事録」「取締役会資料及び議事録」「決算関係書類」「取

締役を最終決裁者とする稟議書」については、取締役及び監査役は常

時閲覧できるものとする。

(ウ) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

・当社及び子会社における損失の危険の管理については、親会社の定め

る「危機管理規程」に批准し、危機事案に対する監視・把握を継続的

に行い、常時危機事案に対する意識を高めることにより、危機管理体

制の充実を図るものとする。

・当社は、親会社の定める「危機管理規程」及び「経営会議規程」に批

准し、グループ経営会議内に設置された「危機管理部会」において、

当社及び子会社の取締役及び執行役員への危機事案の管理状況の報

告・検討を継続的に行い、潜在する危機事案に対する情報の抽出と評

価を実施することにより、予め危機事案の回避に努めるとともに、危

機事案の発生時の対応を定めるものとする。

(エ) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

・取締役会を毎月１回開催するほか、必要に応じて随時開催する。その

ほか迅速かつ的確な業務運営のため、経営会議、営業会議等の各会議

で審議・決定された内容は、取締役会より委嘱された範囲で職務を執

行する担当部門において速やかに実施する。

・職務分掌権限規程において、取締役・使用人の職務分担を明確にし、

決裁制度の中で権限委譲を進め、適正かつ効率的な体制を確保する。

・稟議書等の文書はＩＴ技術を活用し、電磁的に記録・承認・保管を行

うことによって効率的な体制を確保する。

・内部監査室は内部監査業務の過程で、各部門の業務執行の適正性や妥

当性をモニタリングし、適時、取締役会への報告を行う。

・顧問弁護士等による法令遵守等に関する指導・助言のほか、会計監査

人による法定監査を受けるなど、第三者を通じてコーポレート・ガバ

ナンス体制の充実・強化を図る。

(オ) 当社並びにその子会社からなる企業集団における業務の適正を確保す

るための体制

・当社は子会社及び関連会社（以下、「子会社等」という。）の管理に

関し、関係会社管理規程を整備し、重要事項に関しては子会社等から

当社への報告・承認を求めることとするとともに、定期的に協議を行

い、経営管理情報・危機管理情報等の共有を図ることで、企業集団の
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業務の適正を図り、子会社等の取締役の職務の執行が効率的に行われ

る体制及び取締役及び使用人の職務執行が法令・定款に適合する体制

を確保する。

・子会社等は、当社の内部監査室による定期的な内部監査の対象とし、

監査の結果は代表取締役及び監査役宛てに報告を行う。

・当社役職員は、子会社等の損失の危険の発生を把握、または当該事項

を子会社役職員より報告を受けた場合、直ちにその内容、発生する損

失の程度及び当社に対する影響について、当社取締役会に報告を行う。

(カ) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合におけ

る当該使用人に関する事項並びにその使用人の取締役からの独立性及

び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

・監査役は監査役の職務の補助を必要とする場合、管理担当取締役に使

用人の配置を要請し、担当取締役は監査役付担当者を選任する。

・監査役は当該使用人に対し監査業務に必要な事項を指示できるものと

し、当該使用人はその任を解かれるまで、取締役等の指揮命令を受け

ないものとする。また、その人事に関しても監査役と協議を行いその

独立性についても十分留意する。

(キ) 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他監査役への報

告に関する体制

・当社及び子会社等の取締役並びに使用人は、監査役に対して、法定の

事項に加え当社及び子会社等に重大な影響を及ぼす事項、重要開示事

項、内部監査の状況等につき、速やかにその内容を報告しなければな

らない。また、監査役は当社及び子会社等からの報告・承認事項に係

る情報を常時閲覧できるとともに、取締役並びに使用人に対し直接報

告を求めることができる。

・法令・定款違反その他情報を、監査役に報告したことで報告者が不利

益な取扱を受けることを禁止し、その旨を当社及び子会社等の取締役

並びに使用人に周知徹底する。

(ク) その他監査役の監査が実効的に行われていることを確保するための体

制

・監査役は取締役会ほか会社の重要な会議に出席するとともに、定期的

に代表取締役と会合を持ち、会社の対処すべき課題、会社を取り巻く

リスクのほか、監査役監査の環境整備の状況及び監査上の重要課題に

ついて意見交換する。
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・監査役は会計監査人と定期的に会合を持ち、意見及び情報の交換を行

うとともに必要に応じて会計監査人に意見を求める。

・監査役は内部監査室と緊密な連携を保ちつつ、必要に応じて個別の要

望での内部監査の実施を求めることができる。

・監査役の職務の執行の必要性に応じて、監査役は外部の法律・会計等

の専門家を任用する事ができ、そのための費用は会社が負担する。

・監査役が、その職務の執行について生じる費用の前払いまたは償還等

の処理については、当該監査役の職務の執行に必要でないと認められ

た場合を除き、速やかに当該費用または債務を処理する。

② 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

(ア) 取締役会の活動について

　定時取締役会を毎月１回、必要に応じて臨時取締役会を開催し、法令

で定められた事項や経営に関する重要事項をはじめ、取締役会規程で定

められた事項について討議し検討を重ね決定するとともに、各取締役の

業務執行の監督を行っております。

(イ) 監査役会の活動について

　毎月１回監査役会を開催し、監査方針・監査計画の決定、職務の執行

状況の報告を行うとともに、取締役会等の基幹会議に出席し、取締役の

職務執行に対する監査や財務及び会計、法律に関する知見をもとに、事

業方針や経営管理について積極的に助言を行っております。

(ウ) 内部監査室の活動について

　社長直轄の内部監査室は、各事業年度において決定された内部監査計

画に基づき、計画的な内部監査活動を実施しております。また、内部監

査室は、必要に応じ監査役及び会計監査人との情報共有・意見交換を行

い、連携を図っております。
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(エ) コンプライアンス体制について

　親会社の定める「コンプライアンス規程」及び「経営会議規程」に批

准し、グループ経営会議内に設置された「コンプライアンス部会」にお

いて社内のコンプライアンス遵守の状況を定期的に確認することにより、

未然の防止、早期の発見及び解決、再発防止を継続的に図っております。

　また、当社は「内部通報規程」に基づき、社内外に内部通報窓口を設

置したことにより、当社及び子会社の取締役及び使用人がコンプライア

ンス違反に関する通報を可能とし、コンプライアンスの実効性の向上を

図っております。

(オ) 反社会的勢力の排除について

　当社は、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体とは

一切関係を持たず、さらに反社会的勢力及び団体からの要求を断固拒否

し、これらと係わりのある企業、団体、個人とはいかなる取引も行わな

いという方針を堅持しております。
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連結株主資本等変動計算書

(2019年３月１日から
2020年２月29日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金
資 本
剰 余 金

利 益
剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計

当 期 首 残 高 383,914 4,309 369,497 △130 757,591

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 －

剰 余 金 の 配 当 △21,582 △21,582

親会社株主に帰属す
る 当 期 純 利 益

345,302 345,302

自己株式の取得 △50 △50

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）

－

当 期 変 動 額 合 計 － － 323,719 △50 323,669

当 期 末 残 高 383,914 4,309 693,217 △181 1,081,261

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

純 資 産 合 計
為替換算調整勘定

その他の包括利益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 △15,749 △15,749 741,841

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 －

剰 余 金 の 配 当 △21,582

親会社株主に帰属す
る 当 期 純 利 益

345,302

自己株式の取得 △50

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）

13,073 13,073 13,073

当 期 変 動 額 合 計 13,073 13,073 336,743

当 期 末 残 高 △2,675 △2,675 1,078,585

(注)記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

１．継続企業の前提に関する注記

該当事項はありません。

２．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記

(1) 連結の範囲に関する事項

① 連結子会社の状況

・連結子会社の数　　　　　　　　 １社

・連結子会社の名称　　　　　　　 ZETTON,INC.

② 非連結子会社の状況

該当事項はありません。

(2) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　ZETTON,INC.の決算日は12月31日であります。連結計算書類の作成にあたっては、同決

算日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については連結上必

要な調整を行っております。

(3) 会計方針に関する事項

① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券

その他有価証券
 

・時価のないもの　　　　　　　 移動平均法による原価法

ロ．たな卸資産
 

・商品、食品材料　　　　　　　 最終仕入原価法による原価法（連結貸借対照表価

額については収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法）
 

・貯蔵品　　　　　　　　　　　 最終仕入原価法による原価法（連結貸借対照表価

額については収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法）

ハ．デリバティブ　　　　　　　　　　時価法
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② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産(リース資産を除く） 当社は定率法を、また、在外連結子会社は定額法

を採用しております。

ただし、当社は1998年４月１日以降に取得した建

物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日

以降に取得した建物附属設備及び構築物について

は、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　・・・　８年～20年

工具、器具及び備品　・・・　２年～15年

ロ．無形固定資産(リース資産を除く）
 

・のれん　　　　　　　　　　　 20年以内の合理的な期間で均等償却しております。
 

・自社利用のソフトウェア　　　 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額

法によっております。

ハ．リース資産

・所有権移転外ファイナンス・

リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法を採用しております。

ニ．投資その他の資産

・長期前払費用　　　　　　　　 均等償却によっております。

③ 重要な引当金の計上基準
 

イ．貸倒引当金　　　　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しております。

 

ロ．株主優待引当金　　　　　　　　　株主優待制度に伴う費用に備えるため、株主優待

制度に基づき、発生すると見込まれる額を計上し

ております。

④ 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、在外子会社の決算日

の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、

換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上しております。
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⑤ 重要なヘッジ会計の方法

イ．ヘッジ会計の方法　　　　　　　　金利スワップ取引については、特例処理の要件を

満たしているため、特例処理を採用しております。

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象　　　　　ヘッジ手段・・・・・金利スワップ

ヘッジ対象・・・・・借入金の金利

ハ．ヘッジ方針　　　　　　　　　　　財務活動に係る金利リスクをヘッジする目的で､ 

デリバティブ取引を行っております。

ニ．ヘッジ有効性評価の方法　　　　　金利スワップ取引については、特例処理を採用し

ているため、有効性の評価を省略しております。

⑥ その他連結計算書類作成のための重要な事項

・消費税等の会計処理　　　　　　　　税抜方式によっております。

（追加情報）

　今般の新型コロナウイルス感染症の感染拡大や、それに伴い2020年４月７日に日本政府に

より発令された改正新型インフルエンザ等対策特別措置法第32条第１項の規定に基づく緊急

事態宣言を受け、当社においては、当該感染症の感染拡大予防措置として、店舗休業等の対

応をとっております。これは、当社の資産又は資産グループの回収可能価額、特に当該資産

又は資産グループの継続的使用によって生ずると見込まれる将来キャッシュ・フローの見積

りに影響を及ぼすものであります。

　当該感染症の今後の広がり方や収束時期等について統一的な見解がないものの、当社にお

いては、減損の兆候がある資産又は資産グループに関する将来キャッシュ・フローの見積り

については、過去に発生した感染症事例や、当該見積りに影響を及ぼすと考えられる入手可

能な情報を総合的に勘案し、当該感染症の影響が及ぶ期間につき仮定を置いた上で、一定の

ストレスを考慮して算定しております。

３．表示方法の変更

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等

を当連結会計年度期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、

繰延税金負債は固定負債の区分に表示しております。
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４．連結貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 2,474,400千円

(2) 保証債務

一部の賃借物件の敷金及び保証金について、当社、貸主及び金融機関との間で代預託契

約を締結しております。

当該契約に基づき、金融機関は貸主に対し敷金及び保証金相当額を預託しており、当社

は貸主が金融機関に対して負う当該預託金の返還債務を保証しております。

預託金返還債務保証額 107,798千円

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類
当連結会計年度期首
の 株 式 数

当連結会計年度増加
株 式 数

当連結会計年度減少
株 式 数

当連結会計年度末の
株 式 数

普 通 株 式 4,317,700株 －株 －株 4,317,700株

(2) 自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類
当連結会計年度期首
の 株 式 数

当連結会計年度増加
株 式 数

当連結会計年度減少
株 式 数

当連結会計年度末の
株 式 数

普 通 株 式 1,140株 49株 －株 1,189株

(注)自己株式の総数の増加49株は、単元未満株式の取得によるものであります。

(3) 剰余金の配当に関する事項

① 配当支払額等

決 議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
1 株 当 た り
配 当 額

基 準 日 効力発生日

2019年
５月27日
定時株主総会

普 通 株 式 利益剰余金 21,582千円 5円
2019年
２月28日

2019年
５月28日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になる

もの

　該当事項はありません。
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６．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金（銀行借入）を調達しておりま

す。

② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されておりますが、与信管理規程に従

ってリスクの低減を図っております。

　差入保証金は、主に店舗の賃貸借契約に伴うものであり、預託先の信用リスクに晒され

ております。

　借入金は、主に設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、借入期間は最長で決

算日後５年であります。

　営業債務や借入金は、流動リスクに晒されておりますが、担当部門が適時に資金繰計画

を作成するとともに、手許流動性の維持等により管理しております。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　2020年２月29日（当連結会計年度の決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及び

これらの差額については、次のとおりであります。なお、重要性の乏しいもの、時価を把

握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません。

（単位：千円）

連結貸借対照表
計上額（＊）

時価（＊） 差額

(1) 現金及び預金 789,200 789,200 －

(2) 売掛金 183,150 183,150 －

(3) 差入保証金 328,178 331,612 3,433

 資産計 1,300,529 1,303,962 3,433

(4) 買掛金 (356,764) (356,764) －

(5) 未払金 (201,228) (201,228) －

(6) 未払費用 (262,130) (262,130) －

(7) 長期借入金(１年以内返済予
定のものを含む)

(854,507) (850,216) △4,290

 負債計 (1,674,630) (1,670,340) △4,290

（＊）負債に計上されているものについては、（　　）で示しております。
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(注)１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

(1)現金及び預金、並びに(2)売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿

価額によっております。

(3)差入保証金

差入保証金は、その将来のキャッシュ・フローを国債の利回り等適切な利率で割り引

いた現在価値により算定しております。

(4)買掛金、(5)未払金、並びに(6)未払費用

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿

価額によっております。

(7)長期借入金(１年以内返済予定のものを含む)

時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で

割り引いて算定する方法によっております。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額

投資有価証券 0　千円

差入保証金 115,945　千円

(1)投資有価証券

非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認めら

れるため、時価開示の対象とはしておりません。

(2)差入保証金

市場価格がなく、償還予定時期を合理的に見積もることができず、時価を把握するこ

とが極めて困難と認められるため、時価開示の対象とはしておりません。

７．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 249円87銭

(2) １株当たり当期純利益 80円00銭

８．重要な後発事象に関する注記

取得による企業結合

(1) 企業結合の概要

① 被取得企業の名称及びその事業の内容

　　 被取得企業の名称　株式会社エルフラット

　　 事業の内容　　　　結婚式場の運営、飲食店舗の運営事業

② 企業結合を行った主な理由
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　　 当社の「Heritage Bridal Collection」のコンセプトに合致すること、同事業の収

益力、名古屋から公共交通機関で30分程度の当社のドミナントエリアであること、三

重のブライダルマーケット等総合的に検討した結果、更なる事業の拡大、成長を図る

ことが可能と判断いたしまして、同社の「YOKKAICHI HARBOR尾上別荘」における事業

の一部を譲り受けることといたしました。

③ 企業結合日

　　　　2020年３月３日

④ 企業結合の法的形式

　　 現金を対価とする事業譲受

⑤ 結合後企業の名称

　　 変更はありません。

⑥ 取得企業を決定するに至った主な根拠

　　 当社が、現金を対価とする事業の譲り受けを行ったためであります。

(2) 主要な取得関連費用の内容及び金額

　現時点では確定しておりません。

(3) 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

　のれん及び負ののれんは発生しておりません。

(4) 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

　譲受対象事業の資産及び負債につきましては、当事者間での合意により非開示とさせて

いただいております。

－ 13 －

連結注記表



９．その他の注記

財務制限条項

実行可能期間付タームローン契約の締結

(1) 当社は、2014年３月31日付で設備資金の効率的な調達を行うため、実行可能期間付ター

ムローン契約（借入先 ㈱三菱UFJ銀行、貸出限度額 150,000千円、利率 基準金利+0.455%、

担保の有無 担保無、当連結会計年度末借入実行残高 2,400千円）を締結いたしました。

実行可能期間付タームローンには、下記の財務制限条項が付されております。

① 各年度決算期の末日における連結貸借対照表において、純資産の部の合計額を、2013

年２月期又は前年度決算期の末日における純資産の部の合計額のいずれか大きい方の

75％以上に維持すること。

② 各年度決算期の末日における連結損益計算書において、経常損益の金額をゼロ円以上

に維持すること。

③ 各年度決算期の末日における連結損益計算書及び連結貸借対照表において、以下の計

算式の基準値が10を上回らない状態を維持すること。但し、以下の計算式における

EBITDAがゼロ又は負の数値となる場合は、基準値が10を上回ったものとみなす。

基準値＝ネット有利子負債÷EBITDA

財務制限条項抵触時の効果

① いずれか１項目以上に抵触した場合：金利の引上げ＋0.25%

② ２期連続して、いずれか２項目以上に抵触した場合：財務改善に向けた事業計画の策

定

(2) 当社は、2014年６月18日付で設備資金の効率的な調達を行うため、実行可能期間付ター

ムローン契約（借入先 ㈱りそな銀行、貸出限度額 300,000千円、利率 基準金利+0.4%、

担保の有無 担保無、当連結会計年度末借入実行残高 14,000千円）を締結いたしました。

実行可能期間付タームローンには、下記の財務制限条項が付されております。

① 各年度決算期の末日における連結貸借対照表において、純資産の部の合計額を、前年

度決算期の末日における純資産の部の75％以上に維持すること。

② 各年度決算期の末日における単体貸借対照表において、純資産の部の合計額を、前年

度決算期の末日における純資産の部の75％以上に維持すること。

③ 各年度決算期の末日における連結損益計算書に示される経常損益を損失とならないよ

うにすること。

④ 各年度決算期の末日における単体損益計算書に示される経常損益を損失とならないよ

うにすること。

財務制限条項抵触時の効果

いずれか１項目以上に抵触した場合：期限の利益を喪失する。
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(3) 当社は、2019年６月26日付で設備資金の効率的な調達を行うため、実行可能期間付ター

ムローン契約（借入先 ㈱三菱UFJ銀行、貸出限度額 300,000千円、利率 基準金利+0.7%、

担保の有無 担保無、当連結会計年度末借入実行残高 300,000千円）を締結いたしました。

実行可能期間付タームローンには、下記の財務制限条項が付されております。

① 各年度決算期の末日における連結貸借対照表において、純資産の部の合計額を、2019

年２月期又は前年度決算期の末日における純資産の部の合計額のいずれか大きい方の

75％以上に維持すること。

② 各年度決算期の末日における連結損益計算書において、経常損益の金額をゼロ円以上

に維持すること。

③ 各年度決算期の末日における連結損益計算書及び連結貸借対照表において、以下の計

算式の基準値が10を上回らない状態を維持すること。但し、以下の計算式における

EBITDAがゼロ又は負の数値となる場合は、基準値が10を上回ったものとみなす。

基準値＝ネット有利子負債÷EBITDA

財務制限条項抵触時の効果

① いずれか１項目以上に抵触した場合：金利の引上げ＋0.25%

② ２期連続して、いずれか２項目以上に抵触した場合：財務改善に向けた事業計画の策

定
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株主資本等変動計算書

( 2019年３月１日から
2020年２月29日まで )

（単位：千円）

株 主 資 本

純 資 産
合 計資 本 金

資 本
剰 余 金

利 益
剰 余 金

自己株式
株 主
資 本
合 計資 本

準 備 金

そ の 他
利 益
剰 余 金
繰 越
利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 383,914 4,309 249,706 △130 637,800 637,800

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 － －

剰 余 金 の 配 当 △21,582 △21,582 △21,582

当 期 純 利 益 241,363 241,363 241,363

自己株式の取得 △50 △50 △50

当 期 変 動 額 合 計 219,780 △50 219,730 219,730

当 期 末 残 高 383,914 4,309 469,487 △181 857,530 857,530

(注)記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

１．継続企業の前提に関する注記

該当事項はありません。

２．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

・子会社株式　　　　　　　　　　移動平均法による原価法

・その他有価証券

時価のないもの　　　　　　　移動平均法による原価法

② たな卸資産

・商品、食品材料　　　　　　　　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額につ

いては収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

・貯蔵品　　　　　　　　　　　　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額につ

いては収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

③ デリバティブ　　　　　　　　　　 時価法

(2) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産(リース資産を除く）　定率法

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物

附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得

した建物附属設備及び構築物については、定額法を

採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　・・・８年～20年

構築物　　　　　　・・・10年～20年

工具、器具及び備品・・・２年～15年

② 無形固定資産(リース資産を除く）　自社利用のソフトウェアについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づく定額法

③ リース資産

・所有権移転外ファイナンス・リ

ース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法

④ 投資その他の資産

・長期前払費用　　　　　　　　　均等償却によっております。
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(3) 引当金の計上基準
 

① 貸倒引当金　　　　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。

 

② 株主優待引当金　　　　　　　　　株主優待制度に伴う費用に備えるため、株主優待制度

に基づき、発生すると見込まれる額を計上しておりま

す。

(4) 重要なヘッジ会計の方法
 

① ヘッジ会計の方法　　　　　　　　金利スワップ取引については、特例処理の要件を満た

しているため、特例処理を採用しております。

 

② ヘッジ手段とヘッジ対象　　　　　ヘッジ手段・・・・金利スワップ

ヘッジ対象・・・・借入金の金利

 

③ ヘッジ方針　　　　　　　　　　　財務活動に係る金利リスクをヘッジする目的で､デリ

バティブ取引を行っております。

 

④ ヘッジ有効性評価の方法　　　　　金利スワップ取引については、特例処理を採用してい

るため、有効性の評価を省略しております。

(5) その他計算書類作成のための基本となる事項

消費税等の会計処理 　　　　　　　　税抜方式によっております。

（追加情報）

　今般の新型コロナウイルス感染症の感染拡大や、それに伴い2020年４月７日に日本政府に

より発令された改正新型インフルエンザ等対策特別措置法第32条第１項の規定に基づく緊急

事態宣言を受け、当社においては、当該感染症の感染拡大予防措置として、店舗休業等の対

応をとっております。これは、当社の資産又は資産グループの回収可能価額、特に当該資産

又は資産グループの継続的使用によって生ずると見込まれる将来キャッシュ・フローの見積

りに影響を及ぼすものであります。

　当該感染症の今後の広がり方や収束時期等について統一的な見解がないものの、当社にお

いては、減損の兆候がある資産又は資産グループに関する将来キャッシュ・フローの見積り

については、過去に発生した感染症事例や、当該見積りに影響を及ぼすと考えられる入手可

能な情報を総合的に勘案し、当該感染症の影響が及ぶ期間につき仮定を置いた上で、一定の

ストレスを考慮して算定しております。
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３．表示方法の変更

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更）

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）

等を当連結会計年度期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、

繰延税金負債は固定負債の区分に表示しております。

４．貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 2,248,012千円

(2) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

短期金銭債権

長期金銭債権

47,999千円

34,142千円

短期金銭債務 6,332千円

(3) 保証債務

一部の賃借物件の敷金及び保証金について、当社、貸主及び金融機関との間で代預託契

約を締結しております。

当該契約に基づき、金融機関は貸主に対し敷金及び保証金相当額を預託しており、当社

は貸主が金融機関に対して負う当該預託金の返還債務を保証しております。

預託金返還債務保証額 107,798千円

５．損益計算書に関する注記

　　関係会社との間の取引高

営業取引の取引高

営業取引以外の取引高

売上高　12,916千円

販売費及び一般管理費　72,732千円

3,847千円

６．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式に関する事項

株式の種類
当事業年度期首

の株式数

当事業年度増加

株式数

当事業年度減少

株式数

当事業年度末の

株式数

普通株式 1,140株 49株 －株 1,189株

(注)自己株式の総数の増加49株は、単元未満株式の取得によるものであります。
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７．税効果会計に関する注記

　繰延税金資産の発生の主な原因は、減価償却超過額及び繰越欠損金等であります。

８．リースにより使用する固定資産に関する注記

　貸借対照表に計上した固定資産のほか、店舗厨房設備、店舗備品等の一部については、所

有権移転外ファイナンス・リース契約により使用しております。

９．関連当事者との取引に関する注記

(1) 役員及び個人主要株主等

種類
会社の名称
又は氏名

議決権等の
所有(被所
有)割合
（％）

事業の内容
又は職業

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

親会社の役
員

稲本健一
(被所有)
直接7.1

株式会社DD
ホールディ
ングス取締
役

※１　不動
産賃貸借契
約に対する
債務被保証

2,476 ― ―

(注)１．当社は、不動産賃貸借契約に対して親会社の取締役稲本健一より債務保証を受けており

ますが、本件債務保証行為に際し、保証料の支払いを行っておりません。なお、不動産

賃貸借契約の債務被保証の取引金額には当期における実際支払額を記載しております。

２．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

(2) 親会社および法人主要株主等

種類 会社等の名称

議決権等の
所有(被所
有)割合
(％)

関 連
当 事 者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

親会社
株式会社

DDホールディ
ングス

被所有
直接41.9

親会社

経営指導
料等

38,207 未払金 6,078

グループ
ポイント

 制度精算金
12,916 売掛金 647

(注)１．記載金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含

まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

業務内容を勘案して、両者協議の上で決定しております。
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(3) 子会社

種類 会社等の名称

議決権等の
所有(被所
有)割合
(％)

関 連
当 事 者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

子会社 ZETTON,INC.
所有

直接100.0 役員の兼任

資金の貸付 - 短期貸付金 33,485

資金の回収 66,388 長期貸付金 34,142

貸付金に
対する受
取利息

2,263 未収収益 -

経費の立
替

62,617 立替金 5,063

(注)１．記載金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含

まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

業務内容を勘案して、両者協議の上で決定しております。

10．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 198円66銭

(2) １株当たり当期純利益 55円92銭

11．重要な後発事象

取得による企業結合

(1) 企業結合の概要

① 被取得企業の名称及びその事業の内容

　　 被取得企業の名称　株式会社エルフラット

　　 事業の内容　　　　結婚式場の運営、飲食店舗の運営事業

② 企業結合を行った主な理由

　　 当社の「Heritage Bridal Collection」のコンセプトに合致すること、同事業の収

益力、名古屋から公共交通機関で30分程度の当社のドミナントエリアであること、三

重のブライダルマーケット等総合的に検討した結果、更なる事業の拡大、成長を図る

ことが可能と判断いたしまして、同社の「YOKKAICHI HARBOR尾上別荘」における事業

の一部を譲り受けることといたしました。

③ 企業結合日

　　　　2020年３月３日

④ 企業結合の法的形式

　　 現金を対価とする事業譲受

⑤ 結合後企業の名称

　　 変更はありません。
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⑥ 取得企業を決定するに至った主な根拠

　　 当社が、現金を対価とする事業の譲り受けを行ったためであります。

(2) 主要な取得関連費用の内容及び金額

　現時点では確定しておりません。

(3) 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

　のれん及び負ののれんは発生しておりません。

(4) 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

　譲受対象事業の資産及び負債につきましては、当事者間での合意により非開示とさせて

いただいております。

12．その他の注記

財務制限条項

実行可能期間付タームローン契約の締結

(1) 当社は、2014年３月31日付で設備資金の効率的な調達を行うため、実行可能期間付ター

ムローン契約（借入先 ㈱三菱UFJ銀行、貸出限度額 150,000千円、利率 基準金利+0.455%、

担保の有無 担保無、当事業年度末借入実行残高 31,200千円）を締結いたしました。

実行可能期間付タームローンには、下記の財務制限条項が付されております。

① 各年度決算期の末日における連結貸借対照表において、純資産の部の合計額を、2013

年２月期又は前年度決算期の末日における純資産の部の合計額のいずれか大きい方の

75％以上に維持すること。

② 各年度決算期の末日における連結損益計算書において、経常損益の金額をゼロ円以上

に維持すること。

③ 各年度決算期の末日における連結損益計算書及び連結貸借対照表において、以下の計

算式の基準値が10を上回らない状態を維持すること。但し、以下の計算式における

EBITDAがゼロ又は負の数値となる場合は、基準値が10を上回ったものとみなす。

基準値＝ネット有利子負債÷EBITDA

財務制限条項抵触時の効果

① いずれか１項目以上に抵触した場合：金利の引上げ＋0.25%

② ２期連続して、いずれか２項目以上に抵触した場合：財務改善に向けた事業計画の策

定(2) 当社は、2014年６月18日付で設備資金の効率的な調達を行うため、実行可能期間

付タームローン契約（借入先 ㈱りそな銀行、貸出限度額 300,000千円、利率 基準金利

+0.4%、担保の有無 担保無、当事業年度末借入実行残高 56,000千円）を締結いたしま

した。

実行可能期間付タームローンには、下記の財務制限条項が付されております。

① 各年度決算期の末日における連結貸借対照表において、純資産の部の合計額を、前年

度決算期の末日における純資産の部の75％以上に維持すること。
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② 各年度決算期の末日における単体貸借対照表において、純資産の部の合計額を、前年

度決算期の末日における純資産の部の75％以上に維持すること。

③ 各年度決算期の末日における連結損益計算書に示される経常損益を損失とならないよ

うにすること。

④ 各年度決算期の末日における単体損益計算書に示される経常損益を損失とならないよ

うにすること。

財務制限条項抵触時の効果

いずれか１項目以上に抵触した場合：期限の利益を喪失する。

(3) 当社は、2019年６月26日付で設備資金の効率的な調達を行うため、実行可能期間付ター

ムローン契約（借入先 ㈱三菱UFJ銀行、貸出限度額 300,000千円、利率 基準金利+0.7%、

担保の有無 担保無、当連結会計年度末借入実行残高 300,000千円）を締結いたしました。

実行可能期間付タームローンには、下記の財務制限条項が付されております。

① 各年度決算期の末日における連結貸借対照表において、純資産の部の合計額を、2019

年２月期又は前年度決算期の末日における純資産の部の合計額のいずれか大きい方の

75％以上に維持すること。

② 各年度決算期の末日における連結損益計算書において、経常損益の金額をゼロ円以上

に維持すること。

③ 各年度決算期の末日における連結損益計算書及び連結貸借対照表において、以下の計

算式の基準値が10を上回らない状態を維持すること。但し、以下の計算式における

EBITDAがゼロ又は負の数値となる場合は、基準値が10を上回ったものとみなす。

基準値＝ネット有利子負債÷EBITDA

財務制限条項抵触時の効果

① いずれか１項目以上に抵触した場合：金利の引上げ＋0.25%

② ２期連続して、いずれか２項目以上に抵触した場合：財務改善に向けた事業計画の策

定

－ 23 －

個別注記表


